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アメリカ高等教育史に関する基礎研究
公有地および公有地政策の変遷
久保田
第1節公有地の意義および成立過程
　　　　　　　　　　　　　　　序
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アメリカの歴史における土地の意義は，
信 之
　　　　　　　　　　　　　　　　　　その求める歴史のあらゆる側面に
あらわれて重要な役割をはたしていることからも理解できよう。たとえば，
視点を移民史においた場合，300年以上も前に行なわれたイギリス人による
最初の新大陸への移住の動機も，この土地にあったし，その後1880年代に激
増し，年々50万を越え，各方面に大問題をもたらしたアメリカへの移民は，
すぺて土地問題に深く根ざしていたことはいうまでもなかろう。
　また，アメリカの独立運動そのものの重要な要素が，この土地問題であっ
たことも衆目の一致するところであろう。
　なかでもアメリカ史上「土地」のもつ最も重要な意義は，今回，われわれ
が検討しようとしている公有地・自由土地の存在なのである。換言すれば，
土地が，公有地・自由土地として存在したという点が，非常に重要であり，
特色をもつ歴史をアメリカにもたらしたのだといえるのである。
　すなわち，この公有地が，無尽蔵に西方に存在したという事実が，アメリ
カの形成期の長い時間のなかにフロンティアーの社会を存在せしめたし，そ
の素朴強健な生活を通してアメリカ独自のデモクラシーを発達せしめたわけ
である。このデモクラシーと土地問題については，F．　J．ターナーのいわ
ゆる「フロンティア理論」（Frontier　Thesis）などで詳しい検討がなされ，
一時期のアメリカ史解釈の要であったことは周知の事柄であるが，ジャクソ
ンの努力に負うところが大きい「長子相続制」（primogeniture）の廃止も
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忘れられない問題であると思う。
　さらにこれとならんで重視しなければならない点は，公有地という表現が
使われるように，自由土地に対しては連邦政府がすぺて権限を有していたこ
と，しかも，その採用した政策が，国民に耕地所有の機会を広く行きわたら
せたこと，高度の教育を普及せしめてその地域の発達向上に貢献せしめたも
のであったことなど，まったく他国に例をみない富裕潤沢なる土地制度をも
たらしたのである。
　この論文においては，すべての根底にあって深く影響を与えたアメリカの
公有地問題を，歴史的に概観してみようと思うのである。とくに，ランド・
グラント大学を検討する場合には，公有地の成立過程，土地政策の変遷は無
視しえない問題であると考えるのである。
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　アメリカ合衆国は，その独立の当初，僅かに東部の13州であったことは周
知の事実であるが，アメリカの領土は独立戦争の終結と共に，ミシシツピー
河まで西方に拡張した広い領域を合衆国連邦に帰属せしめ，連邦議会が，国
家全体の利益あるいは国民一般の進歩発展，福利厚生のために，この領域を
処理できるようにしたのである。
　詳しい経過は後にゆずるとして，連邦政府は新領土に関する重大なる権利
と責任とを担うことになるのである。この土地政策として採用したのは，領
土のほとんど全部を「公有地」（public　land）として，連邦政府が，売払
ったり供与したりという方法でこれを処分することができるものとしたので
ある。この政策は，以後合衆国に新領地が加えられるたびに，すべてに対し
て等しく適用されたのである。それ故，アメリカにおいて公有地といわれる
ときは，合衆国の所有に属し，連邦の法律の規定に従い，売払（sale）賦与
供与（grant）等の方法によって，その所有権を移転しうるすべての土地を
いうと定義できるのである。
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　それ故，公有地の特色は，（1）合衆国連邦政府に帰属すること，（2廃払等の
方法により処分されうること，の2点に整理できるのである。
　合衆国の200年程の歴史のなかでその版図がしだいに拡大されるにつれ
て，その広大な領域のほとんど全部ともいいうる部分が，いずれも公有地と
なって連邦政府の手による処分の目的物となったのである。
　その実状はというと，地形的には，山岳地が少なく平原が多く，ほとんど
無人の広野もしくは処女林地であり，いわゆる自由土地であった。フロンテ
ィアーの社会というアメリカ独特の様相はこういった地方に生れ，この公有
地の処分法に基づいて，アメリカに特殊な土地所有制度の発生をきたし，さ
らには広く独特のアメリカ国民の生成をもたらしたのである，ということが
できよう。
第1項　『公有地』成立過程
　植民地時代の末期までに，西漸する人口播布の前進線は，詳しくみれば，
ところどころに突出する場所を求めては長い尖端を西方に進めていたのであ
って，当時の植民地人にとってはアメリカ西部地方は，山脈の彼方に横たわ
った閉された宝庫，神秘の殿堂のように映ったと伝えられている。横溢せる
発展の気を抱き，自由な土地を獲得せんとしていた植民の人々にとっては，
1763年の英国王の布告Royal　Proctamation　of　1763がアパラチア山脈をも
って移住地の境界線としたことは，まことに堪えがたい拘束であったのであ
る。
　植民の人々が，この布告を無視して西漸を続ける態度にでたのは当然の勢
であったかも知れない。
　間もなく，イギリス本国のケペック条例（Quebec　Act．1774）が，カナ
ダのケベック州の管轄とフランス系の宗教習慣とを南方におしひろめて，オ
ハイオ河畔までの大面積におよぼそうとした時，植民の人々（主としてイギ
リス系）が強く抗議を示し，第1次大陸会議（Continental　Congress）にお
　　　　　　　　　　　　　　一　3　一
いて激烈なる反対決議を行なったのである。かかる大陸会議を中心に，国の
内外に働きかけるのを正攻法とするなら，他面では開拓者たちの自力の解決
策がなされていたことも忘れられない事実である。なかでも，ダニエル。ブ
ーン（Daniel　Boone）その他の勇猛果敢なパイオニアの指導者が，移住者
の群団を率いてオハイオ河の南方の沃地，今日のケンタッキーおよびテネシ
ーの地方に進み入り，辺境開拓の最前線を獲得していたことなどは，革命を
成就する一大勢力になった点からも重要であろうし，ジョージ・クラーク
（George　Rogers　Clark）が少数の辺境人を率いてカスカスキアの城塞をお
とし，イギリス軍の気勢を完全にくじくとともに，インディアンの統制を可
能にしたことや翌年の1779年オハイオ河の北方ヴィンセンヌの要塞にイギリ
ス軍を奇襲して北西部地方からイギリス軍の勢力を一掃する基礎をきついた
ことなど，西方への発展の踏石は多数おかれたのである。
　（注）この時期のパイオニア達の働きについては多くの読物に伝えられて
　　　　いるが，最良のものはルーズベルトのThe　Winning　of　the　West
　　　　であろう。その他，
　　　　C．L．　Skinner：“Pioneer　of　the　OId　South－West”
　　　　F．A．Ogg：　“The　Old　North－West”などがある。
　以上のような西方への発展は，外国に向って，アパラチア山脈以西，ミシ
シッピー河に至る地方に権利があることを主張する態度として打ち出された
が，このいわゆる西部地方の所属については，国内的には異なった主張の間
　　　　　　　　　　　　注①に激しい衝突を招いたのである。
　元来，独立を宣言した13州のうち，7つの大州Claimant　States（Mass・，
Conn．，　N．　Y．，　Va．，　N．　Car．，　S．　Car．，　Ga．，）は，その植民地として得
た沽き特許状．・に基づき，植民地東西の限界については，たとえば，’1609
年ヴァージニアの特許状が示すように，大西洋海岸の1地点をとりその南北
200マイルまでとし，内地に向っては，Up　into　the　Land，　throughout
from　Sea　to　Sea，　West，　and　Northwestというのが如き極めて不精確な
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いわば寛大な賦与をうけたものであった。そこでこれを根拠に，独立後も，
西部地方の領有権を主張してゆずらなかったのである。
　これに反して，その他の6州は，実力上の圧迫を受ける危険を感じ，7州
の西方への膨張をおそれて早くからこの主張に対する反対を唱えていたので
あ筍。かれらは13の州が協力し力を尽して獲得した西部地方を，特殊な数州
だけが領有権を主張するのは不当であると抗議して，この地方を全部，連合
政府に帰属させるべきだと提案したのである。
　かかる具体的な，しかも重要な問題の発生によって，独立宣言の行われた
後も，幾度となく問題にされた「各州の間の連合を形成しよう」との案が，
一気にまとまる結果となり，1781年3月1日『連合の規約』（Articles　of
Confederation）は効力を発したのである。
　『連合規約』は全文13ケ条から成っている。その第1条に，この連合の名
称は“The　United　States　of　America”たるべし，と初めて「合衆国」な
る名称が定められた。その連合の性質は，独立した13州の連合に止まり，い
わゆる国家連合をなすだけであった。それ故，連合規約の下における政治組
織の特色は，各州の主権を認めていること，従って連合中央権力下の一国政
府の性質はなく，その組織と権限とがきわめて限定されたものであった。
　この特徴あるところを整理すると次の4点になるであろう。
　第1に「連合」の制度の根本的な特色としてあげられることは，各州の主
権が損われずに存続することである。連合規約の第2条に「各州は其の主権
・自由および独立を保有したるものを除くの外，総ての権力を保有する」と
規定してある。すなわち，’連合の下に，各州主権state　sovereigntyが存続
することは疑いえない事実となったのであり，「連合」は要するに完全なる
独立国の永続的結合，独立諸州間の連盟という性質をもっていたのである。
規約第3条はこの点を明規して「各州は夫々此の確固たる友好連盟に入る」
ものとしている。
　しかしながら，国防，外交等各州に通ずる共同の目的を達するがために
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は，ともかく重要な権力が連合議会に対して委任されたのであって，独立当
初生じた多くの困難な外交問題もたくみに処理してきたということができよ
う。
　要するに，各州主権の完全なる存続は連合の主要な特色であった。このよ
うな各州の連邦内における地位を擁護し，常にその自主的性質を支持主張し
ようとする地方分権的思想がいわゆる州権主義state　rightsの一派によって
憲法制定後といえども持続したことは，アメリカのいかなる問題をみるとき
にも忘れられない側面であるといえよう。
　第2の特色は，上記の連合の性質に基づくものであるが，連合機関たる連
合議会は，直接人民に対して命令をなす権限がないこと，ただもっぱら各
stateに対して働きかけたことがあげられよう。
　第3の特色は，連合機関の組織はきわめて簡単であったことである。いわ
ゆる連合政府として存在する唯一の連合機関はCongress（ただし法文では
The　United　States　in　Congress　assembledと用いられている）であって
これ以外に行政あるいは司法の機関は存在しなかった。このCongressに対
しては国防その他各州の共同の目的を達するのに必要な権限が委任されてい
たので，それは立法府というよりむしろ行政府の性質をもっていたといえよ
う。
　第4に，中央機関であるこのCongressの権限が非常に制限され，かつ議
会は強制力をもっていなかったことが，この制度の大きな特色といえる。
　連合規約は，合衆国の共同の防備および福祉のために要する一切の経費は
各州の支持する共同の国庫より支出すべきことを規定した（8条）。しかし
租税を賦課徴収する権利と通商を規律監督する権能とが，この連合中央機関
には欠如していたのである。しかも，重要案件については13州中9州の同意
を得たときにはじめてこれを行ないうるもの（9条6項）とされていたた
め，この連合議会は，実際の行動の上には著しい拘束があり，その活動の自
由は大幅に制限されていたと見るべきであろう。（この弊害を痛感した当時
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の政治家の意見の中で代表的なものとしてはハミルトンの筆になる　The
Federalist第15篇を挙げることができよう）
　以上のように，連合規約には特異な特色が見られるが，いずれも根底に
は，連合議会の権限を極力制限することであり，これは各州に対する強制力
の欠如ともいいうるし，「各州はCongressの決議を遵奉すぺし」　（Every
states　shail　abide　by　the　determinations　of　the　U．　S．　in　Congress
assembled）と規定しても（13条）強制力をもたないため勧告という程度の
ものにとどまったのである。それ故，Congressは中央機関として政務の遂
行上多くの困難に遭遇することになり，土地問題にしても，後述するごとき
問題を招く結果となったのである。
　いずれにせよ，西部土地に対する権利の主張をなしていた7州のうちのニ
ュ　一一ヨーク州が率先してその権利を放棄したことがきっかけとなり，1802年
には残る6州も連邦への移譲を完了し，ついに西方の土地，約2億6，700万工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注②イカー，40万平方哩が連合議会の財源になったのである。この面積は，いわ
ゆる初代13州全体よりも広大なものとなったのである。
　しかも，当初連合議会は，この移譲をうながすに際して，二つの約束を諸
州にしている。その一つは，譲渡された土地は，近い将来に一般公共の利益
のために処分すること，その二つは，西部地方も他日人口の移住に従い，こ
れをいくつかの共和諸州に形成し，この新州を合衆国内に加入せしめて旧州
と同等の地位を有するようにすること，であった。
　建国多難の際に，この二つの目標を定め努力したことは，やはり一大業績
といわなければならないと思うのである。とくに前者の約束は，注目に価し，
ランド・グラント大学の萌芽はここにあったということができよう。
　注①　例えば後に記す特許状にもとつくヴァージニアの主張はただちにマ
　　　サチューセッツとその北西部境界でぶつかったし，特許状のなかには
　　　“as　far　as　South　Sea”というのもあり衝突を招くのが当然であっ
　　　た。この問題についてはShepherdの「歴史地図」196図が具体的に
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　　示している。
注②　B．H．Hibbard：AHistory　of　the　Public　Land　Policies，　pp．9－12，
　　p．13，　p．30．
第2項　公有地の膨脹
　専門家の言によれば，両極地を除いて，全世界の土地の総面積は，330億
エイカーで，そのうち耕作可能な土地の面積は，その4割程度の約130億エ
イカーという。この数値を基にすれば，前述の，アメリカの公有地は，世界
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注①の可耕地の約10分の1にあたるといいうるのである。これだけの公有地を，
国家創業の際に保有したアメリカは，その後の版図拡大をも加えて，ほとん
ど他国には例をみない豊かな恵み多き国としての歴史をもったことになるの
である。
　1802年に完了した各州による西方土地移譲ののち，1803年には「ルイジア
ナ買取り」に着手し，これより半世紀の間，いくつかの事件を経て，アメリ
カはその領土に総計約210万平方哩の面積を加えるにいたったのである。し
かも，このうち約178万平方哩は，前述のことく，公益に付するはずの公有
地になったのである。すなわち，前後を通算して，公有地の面積は約218万
平方哩，13億0950万エイカーという莫大な面積に達したことになる。
　ヒバードの「公有地政策史」（B．H．　Hibbard：AHistory　of　the　Public
Land　Policies）の資料を次に参照して，公有地の膨脹していく経緯をみる
が，この事実か6．のみ考えてみても，アメリカ史上，公有地の問題がいかに
重要で意義深いものかを容易に知りうるのである。
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獲 得
諸州に依る西方土地
移譲
ルイジアナ買取
フロ　リダ買取
テキサスの併合及び
テキサス買取
オレゴン地方の獲得
メキシコより獲得し
たる領土
メキシコ北境の地を
得たるガズデン買取
　　　　　　L　合　　　　計
年
自1781
至1802
　1803
　1819
　1845
及1850
　1846
1848
1853
合衆国領土に新に加え
られた土地（陸上）面積
　方哩
406，219
842，760
45，861
383，463
264，096
529，169
22，762
2，503，330
合衆国公有地に新に加え
られた土地（陸上）面積
　方哩
402，704
832，793
50，　519
110，868
2ら0，506
507，802
22，670
2，186，862
　エイカー
267，730，560
432，987，520
32，332，160
70，955，520
166，083，840
324，993，280
14，508，800
1，309，591，680
注①　日本内地における耕地面積は約1，600万エイカーといわれるから，
　　アメリカの公有地は約その86倍にあたる。またわが国土総面積は9，500
　　万エイカーである。
第2節　　土地政策の発達
?
　合衆国の土地政策を支配していた思想は，公有地をもって合衆国の公債を
償却するための収入財源にしようとするものであった。すなわち，国家の収
入の目的のために公有地を処分することが，初期の政策の根底にあった考え
方である。
　独立戦争の後をうけて，国家の財政は極度に窮乏していた際に，従来のよ
らな寛大な土地政策を一変して，こういった政策にでたことは，容易に考え
られるところである。
　かかる収入を目的の主眼とした土地政策が，いかにして自営農民の西方移
住を援助し，地域住民の生活向上を支援する政策に変っていったか，さらに
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は，土地の開拓・利用，あるいは生産力の増大をもたらす政策に変遷してい
ったかを，以下に検討しようとするのである。
第1項　コンフェデレーション時代における土地立法
　　　　一土地条例，北西地方条例一
　1783年のパリ条約が，独立戦争の結果としてアパラチア山脈以西ミシシッ
ピー河に至るおよそ50万平方哩の大領域を合衆国の領土として明文化される
に至って，アメリカ人達は堰をきった水の如くにアパラチア連山以西の広野
へと移住していったのである。
　かかる状況をむかえて連合議会は次のような新しい問題を，この西部地方
にもつこととなったのである。
　その第1は，アメリカ合衆国の公有地をいかに処理し処分すべきかという
問題である。
　これに対して，根本的方針を確立したものが，1785年の土地条例（Land
Ordinance　of　1785．　And　Ordinance　for　Asertaining　the　Mode　of　Dis－
pose　of　Lands　in　the　Western　Territory，1785）である。これによりアメ
リカの公有地はすべて，合衆国政府の規定する特殊の測量をへて，整然たる
区画を定められた後，はじめて一定の方式に従って処分売却されるぺきもの
となったのである。
　この測量法はいわゆる「直角式測量法」The　rectangular　system　of
surveyであって，碁盤形に区画した6哩平方あたりの土地を「タウンシッ
プ」と名附けてこれを1単位とし，更にこのタウンシップを36の小正方形
「セクション」と称するロットに区画し，土地の処分は，このタウンシップ
によるものとセクションによるものと2種類をおいた。
　この土地条例は，はじめオハイオ河北岸一帯の土地にのみ適用されるもの
であったが，後には合衆国公有地制度の基礎となり，規律ある処分の方策を
樹立した重要な立法の一つということができよう。
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　また，この条例のなかに，「各タウンシップの内，第16号のsectionは，
そのタウンシップに設けられるぺき公立学校維持のために留保される」とい
う一項が挿入されていたことは，公教育の推進をめざす「連合」の強い意志
と将来に対する深い配慮を示したものであり，その後の初等・中等普通教育
財政の発展を期待させるものでもあり重要であろう。
正方形式測量法と「タウンシップ」
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1タクンシップの拡大とそのセクションおよびセクションの細分図
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　1787年の「北西領地条例」Northwest　Ordinan㏄of　1787は，独立戦争
後勢をました西部への移住者たちをいかなる統治組織の下に置くぺきかの問
題，すなわち，新たに合衆国の所有となった膨大な西部の領土をいかに統治
し発展させるかという，いわば政治制度の問題に，解決を与えようとしたも
のである。
　この条例は，北西部地方をテリトリー（Territory）として，連邦議会（後
には大統領および上院）の任命するガヴァナー（governner）等少数の官吏
を置き，新しい地方において白人の成年男子が5，000人集まれば，地域議会
（TerritOty　legislature）を組織することができるとして，テリトリーにお
いても，各州に準じて広い範囲の地方的自治が認められることになったので
ある。
　一方，この条例は，広大なる北西部地方が，いくつかのテリトリ＿に分立
し，州に成長していくことを予想していた。すなわち，人口が6万人に達す
れば，州となることを合衆国政府に要求できること，承認された新州は旧州
とまったく同等の資格において連邦に加入することと規定されていた。
　この「北西領地条例」は，1785年の条例と同じように，建国当初のアメリ
カの発達に重大な関係のある一つの決定をしたものであって，テリトリーに
関する政治組織を確立する事によって，いわば合衆国のその後め膨脹・拡大
に一定の針路を敷いたものであるということができよう。すなわち，それ以
降今日まで，連邦に加盟したすべての州を検討すると，そのほとんど全部
が，一度はこのテリトリーの時代を経験しているのである。
　この事実は，合衆国を形成している各州がその加盟前から，類似の背景を
もっていること，端的にいうならば，自治の実験と訓練という面で同じよう
な歴史を背負っていることを物語っているのである。また同時に，変化のな
かに統一を示す，アメリカ独自の連邦組織は，こういった共通の歴史的背景
によって可能となったことをわれわれに示しているのである。
　また，われわれが後にランド・グラント大学を個別に検討するが，なかに
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は連邦加盟以前の，ここでいうテリトリー時代に，地域住民のために議会を
開き，そのなかで高等教育機関や農業学校を発足させようとの議決をしてい
る事例に多く直面する。これを理解するためにも，テリトリーの位置づけお
よび地域議会の役割については充分注目する必要があると思うのである。
　また一一一一方，1785年の「土地条例」についても，その内容と同時に，それが
およぼした影響について充分注目すべき事柄がある。それは，当時の独立自
営農民にとっては，1セクションの農地を購入するさいに，640ドルが必要
であったが，当時の農民の財力からいって，これは不可能に近いものであっ
たということである。したがって農民の移動を容易にする働きをはたしえ
ず，かえって，不動産業者の暗躍等を活発にさせていったのである。なかで
も最も著名なのが，われわれがすでに「公有地と高等教育の発展」のなかで
概観した「オハイオ会社」であり「シムス会社」であったのである。
　B．H．ヒバードの説くところによれば，これらの会社はいずれも問題を
産み，なかには連邦政府から大口払下げによって巨額の収入を得ようとした
がかなわなかったばかりでなく，後には会社の窮状を連邦政府に救済しても
　　　　　　　　　　　　　　注①らったものもあるというのである。
　このような経路を経て公有地処分の政策も「収入を目的とする」よりも，
しだいに「移住者の利益を主眼とする」政策に推移したのである。
　以下に，時代をおってどのような推移をたどったかを検討してみることに
する。
注①　コンフェデレーション時代における土地の処分，とくに会社に対す
　　る問題は，ヒバード前掲書第3章に記されている。
第2項　　1800－1820年
1800年の土地法は，土地制度の歴史のなかで大きな位置をしめる立法であ
る。この土地法により，公有地の売却について「信用売」の制度が認められ
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たのである。すなわち土地の代価を即金で支払わなくとも最高4ケ年賦払込
を可能にしたのであるが，同時に地価を従来の1エイカー1ドルから2ドル
に引き上げたこと，さらには分譲最小面積を1セクションの半分すなわち
320エイカーに定めたことなどが新しい変更といえよう。
　この信用売制度は，元来，西部への移住者の便宜をはかることを目的に成
立したのであるが，不幸にして，その実施の時期が，偶然にもアメリカ経済
界の混乱期であったことなどから，趣旨を徹底しえなかったのである。
　すなわち，ジェファーソンの出港禁止令embargoと，引き続き起った米
英戦争のために，経済界は思わぬ打撃をうけ，これが西部農民の生活をも圧
迫し，西方移住民の土地代金支払能力を著しく減退させたのである。又，他
方においては，米英戦争にともなう紙幣の乱発により，不健全な土地投機熱
を誘発し，不動産業者の暗躍をもたらしたのである。また戦後における綿の
暴騰は，さらに土地投機に拍車をかけることになったのである。こういった
混乱の結果，経済上の実力を失墜する者が現われたり，あるいは土地の信用
売制度を乱用して投機に走り，結局は土地代金の支払不能になるものなどが
頻出した。
　このように，1800年の土地法は，不幸な結果を招き，信用売制度を早急に
改正すべきだとの声が次第にたかまっていったのである。
　1804年の法律では，更に払い下げ土地面積を半減させ，4分の1セクショ
ンの分譲を許すことにして支払いを容易にしようとしたが，信用売制度の悪
用は後をたたず，支払不能な移住者を救済する目的の，いわゆるRelief
Lawsが年々発布されたが，ついに1820年にいたり，この制度を廃止するこ
とにしたのである。
　この20年間に公有地が売却された総面積は約2，000万エイカーとされてい
注①
る。
注①　ヒバード前掲書によると，1820年までに信用売制度によって払い下
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げを受けたにもかかわらず結局は支払いきれなくなった額は2，000万
ドル以上にのぼったという。政府のとった対策は土地の返却であり，
合計250万エイカーの土地が政府に復帰したと記されている。e・f・
PP・99－100
　この他ボガードの経済史にも同様の事実があったことを記してい
る。Bogart：Ecoコomic　History，1923　PP・142－143
第3項　1820－1841年
　1820年の土地法によって，信用売制度を廃止し，公有地代金現金支払の制
度が採用されたが，これは単に制度としての表面的変化にとどまらず，根底
にある考え方や思想の大きな変化によるものであった点を，特にこれ以降の
社会的変化を考える場合には無視するわけにはいかない。それは，政府が，
土地に対して収入を目的とする考え方を改めて，実際の移住者の利益を計る
ことを主眼とするようになったからにほかならないのである。
　同法によれば，最低地価を，1エイカー1ドル25セントとし，売却面積の
最小限度を1セクションの8分の1（half　quater－section）としたのであ
る。この結果，土地の入手が容易になったことはいうまでもない。100ドル
あれば，自営業に必要な80エイカーを得られるのであるから，1800年の土地
法さらには1785年の土地条例などと比載してみても，農民の移住を著しく容
易になしえたのである。
　公有地に対する考え方には，前述のごと鰐東部諸州と西部とでは大きな
隔たりがあった。すなわち，前者は，これを国家収入の資源となすぺしとい
う意見であり，大規模な土地売買を求めたのであったが，後者は，これに抵
抗し続けていたわけである。
　この立法が明らかにするごとく，東部旧来の思想は，移住者の便宜をはか
り援助を求め，低廉の土地払下げを主張する西部諸州の要求に，しだいに圧
倒されていったわけである。
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　この頃より，アメリカ内部地方における運輸交通の発達が著しく進み，こ
れが誘因となって，西部の地価は上昇しはじめた。また都市人口の増大が農
産物の需要を高め，農業への関心，土地への関心が高まっていったのであ
る。
　1834年頃より，ほとんど空前ともいうべき異常な土地投機熱がアメリカを
襲い，1836年にはその頂点に達したといわれている。同年における公有地払
下げ面積は，合計2，000万エイカーという驚くべき数字を示し，また，1834
年より36年にいたる2ケ年間に払下げた土地を通算すれば，4，000万エイカ
ーにおよび，それ以前の総面積を越えたほどである。
　1841年には，西部地方の希望が達せられて「公有地先住者先買権」を認め
た法律Pre－emption　Actの通過をみたのであるが，同年にいたるまで，現
金制度の下における20年間の公有地払下げ面積は，実に合計7，390万エイカ
ーに達したのである。
第4項　　1841－1862年
　この時代の特徴を一言で表わすと，公有地先住者先買権を法律によって一
般的に公認した時代ということができ，「プリエンプション法」の時代とも
いいうるのである。プリエンプションPre－emptionとは，未開の空地を先
に占有して，ここに定住し開墾耕作を行なった者に対して認められる特典で
あって，その人が開拓をする目的がはっきりしていることを条件として，一
般人に優して，特に投資とか投機を目的として購入しようとする人々に優先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注①して，その土地を買入れうる権利があるとしたのである。
　プリエンプションの起源および歴史は，アメリカ史上特殊な一産物ともい
いうる「土地無権利先住・者」（squaters），すなわち法律上の権利をもたず
空地を先占し居住するもの，の出現と共に，はなはだ古く，遠く植民地時代
　　　　　　　　注②にまでさかのぼりうる。
　公有地の処分に際しても，元来，測量未了の土地に移住することは法的に
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は許されないことであるが，実際には西部への移動の大勢にともない，かか
る土地に居をかまえる者が多く出現していた。かれらが実際上その土地に加
えた労力はなみたいていのものではなかったことから，なんとか法によっ
て，かれらを保護し権利を認めてやるべきだとの要求が，早くから辺境の開
拓者の多い西部地方から主張されていたのである。このプリエンプション公
認の運動としては，1802年に最初の要求が市民団体の形でなされたことが記
録されている。殊に，1830年以降は，立法により，一部的にはこの権利が認
められたのであるが，1841年のいわゆる「プリエンプション法」はついに，
公有地について一般的確定的にこの先住者の権利を認めたのである。
　このPermanent　Prospective　Pre－emption　Lawにより，戸主あるいは
寡婦または成年男子は，すでに同じ州あるいはテリトリーにおいて320エイ
カー以上の土地の所有者でないかぎり，160エイカーの土地に対して，現実
に移住を行ない，家を建て土地の部分的開墾に着手したる後，これを法定最
低価格をもって，競争者なしに買入れる権利を認める，而してその後一定期
問に代金の支払いをなすぺきものとする，という主旨のものである。
　この法律は，疑もなく西部地方の希望の実現であったが，注目しなければ
ならないことは，この法律の制定にさいしての複雑な政治的駈け引である。
すなわち，この法律は，他方に「公有地払下代金の州に対する分配」を規定
した，いわゆるDistribution　Actと結合され，ホイッグ党員の裏工作によ
って，辛うじて下院を通過し，当時地方的抗争の場でしかなかった上院の投
　　　　　　　　　　　　　　注③票の結果として成立したのである。この点をいいかえれば，この法律は東部
および西部，殊に西北部等の地方的利害の妥協・折衝の産物であった。しか
し，その半面の事実としては，1841年の土地法は，恐らくいかなるひとに対
しても充分満足するものではなかったものだが，無いよりはよいという程度
のものであった。従って，間もなく改正法案が続出することになるのであ
る。西部の要求が充足されるまでには，更に20年の時の経過が必要であった
のである。
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　「プリエンプション法」は，1860年までの約20年間，公有地における現実
の移住者に権利の保障を与えた最も重要な立法であるが，いわゆるプリエン
プションの権利に基づいて譲渡を受けた土地の面積は，一般には，現金によ
る払下げの分と区別して記録されてはいないため，正確な数字をあげること
ができない。「現金売」によって払下げられた土地の総面積は1862年にいた
るまでには約1億4，300万エイカーに達し，1880年までには1億7，　OOO万エイカ
ー弱に達したといわれている。
　なお，プリエンプション法は，その性法質上，後のホームステッド法制定
以後は，むしろ廃止されるぺきものであり，現にその当時この制度を廃止し
ようとの声もあったが，1891年まで撤廃されることなく効力を発揮していた
のである。
　プリエンプションおよび後に述ぺるホームステッドの主義を基調とする土
地政策が，アメリカ社会に与えた影響は非常に大きなものがあるといえよ
注④
つo
??注
??
T．Donaldson：Public　Domain（1884）p．214．
A．G，　Ford：Colonial　Precedents　of　Our　National　Land
　　　　　System，　p．112．
，ヒバード前掲書PP・156－158・P・162・
F．J．Turner：Frontier　in　American　History，　P・170・
第5項　　1862年以後
　プリエンプションは西部地方の要求からいって，土地政策の一つの大きな
前進であったことは否定できない。しかし，西部の要求は決してこれで満足
できるものではなかった。
　パイオニア農民の地方である西部の要望が貫徹した結果が，否，単に西部
の問題のみならず，アメリカ合衆国の土地政策の到達すべき当然の帰結とも
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いいうるものが，「ホームステッド法」Homestead　Actだったのである。
　プリエンプションをかちえた西部地方，またそれを認めた連邦政府の考え
方を一歩進めれば，土地を無償で獲得しうる権利を個々入は生来的に保有し
ているといった主張の実現であったのである。こういった「ホームステッ
ド」の思想はかならずしも唐突なものではなかったのであって，その事例を
歴史のなかから探すのは，それ程困難なことではない。
　たとえば，植民地時代より，とくにヴァージニアにおける1and　rightの
制度，およびマサチュセッツにおけるタゥンシップによる土地分配法と関連
して，古くからアメリカには慣行としてあったといいうるのである。
　しかし，個人の本来の権利としてその生活の維持に必要なだけの土地を得
るのは当然だとの思想は，19世紀前半の終りにいたってできあがった思想だ
ということができる。その最も顕著な現われは，Free　Soil　Party（自由土
地党）の出現と活躍である。
　この党の主張は，何の理由から，人民は，自ら建てた政府に対して，自己
の生活に必要な公有地の獲得に代金を支払わねばならないのか，というまっ
たく素朴でしかも率直なものであったのである。1848年には，大統領候補を
したてて争えるまでになったのは，その根本思想の率直さに加えて，広大な
公有地の荒廃，すなわち農民の移住を不可能にし農業技術を未発達にしたま
ま放置しておいた現実が，大きな力となっていたことはいうまでもなかろ
う。
　党名そのものが語るように，土地の小区画を無償分配（Free　grant　to
actual　settlers……of　reasonable　portions　of　the　public　lands）の要求
をその綱領にかかげた政党なのである。
　その綱領をみると，「すべての人間は土地をもつ自然の権利がある。土地
の使用は人の生活にとって不可欠である，それ故，土地に対する人間の権利
は，人の生命そのものに対する権利と等して神聖なものである。
　合衆国の公有地は人民に属する。故にそれは個人に対して売却せられたり
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会社に対して賦与せられるぺきものではない。むしろそれは人民の利益のた
めにする神聖なる信託として保存せられ，土地をもたない西部の移住者に，
一定の面積に分け，無償にて賦与されるべきものである。」という宣言文が
掲載されているのである。
　フリー。ソイル党の活躍そのものよりも，かれらによってひきおこされた
ホームステッドのための運動は，しだいに全国的な政治問題に発展していっ
た事が，われわれには興味深い現象なのである。ランド・グラント大学の構
想も，当然この運動と共通するものであって，時期もまったく等しい点注目
に価する。
　いずれにすよ，この要求が全国的であったことは，1860年の選挙にさいし
て，共和党がかかげたスn・・一ガンのなかにも“Free　Homes　for　the　Hom－
eless”を唱えた事実からもわかろう。そして，この主張は，19世紀半には，
単に西部の農民のみならず，東部の労働者階級からも強力な支援・後援をえ
て著しく勢を加えていったのである。
　ホームステッドの要求がいかなる形をたどって法律化したかの詳細は省略
するが，中央政界の問題となってから10年の歳月の後，1862年，南北戦争の
開始にともない，南部諸州の連邦脱退などもあって統一した議会において，
ついに法律として制定をみたのである。
　この法によれば，一家の長であり，もしくは年令21才に達した者であっ
て，合衆国の市民たるもの，あるいは帰化の手続を始めた者が，まだ所属が
ない公有地の「4分の1セクション」（160エイカー）を占有していた場
合，届出た日から5年以上7年以内に，本人またはその嗣子が信用ある2人
の証人によって，既に5年間，その地に居住し，耕作を行なっていたという
ことを証明し，且つ土地の一部を処分した事もなく，又，自ら合衆国政府に
対して裏切り行為もしない旨証言すれば，その時，その人は，その土地を賦
与地として受け所有する権利が認められたことになる，というものであっ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　－21一
　ホームステッド法の特質は，合衆国政府公有地委員会（Public　Land
Commission）の報告が一言にしてよくその要点を語っている。すなわち
「同法は，アメリカ政府を保護し，各州を家をもって充たしめ，又，新社会
を各地に建設し，同時に，土地占有者に小面積の土地の所有権を賦与するこ
とによりて，社会上，政治上の無秩序な機会を減ぜしめる。この制度は，い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注①ずれの国の模倣でもない。その起源も性質も，明白にアメリカ特有である。」
　以上述べたように，別名を「貧者独立の章典」Poor　man’s　charter　of
independenceというホームステッド法の成立によって，アメリカの公有地
問題は一つの理想に到達し，西部辺境住民だけでなく，広くアメリカの一般
民衆のための土地という理念は完全に定着し，制度として確立したのであ
る。
　われわれが以下において検討しようとするランド・グラント大学の問題
も，まさにこの土地問題の歴史と深く関係するのであるし，公有地を一般民
衆のためにあるものとする理念の確立なくしては実現しなかった問題であっ
たのである。
注①　Bogart：c．　f，　pP．299－300
　　土地に対する見解については章を改め，
　　詳しく検討した。
「農民の神話」のところでも
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